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青森県視覚障がい者情報センター指定管理者募集要項 

Ⅰ 要項の趣旨 

地方自治法第２４４条の２第３項の規定に基づき、青森県視覚障がい者情報センターの管

理運営を行わせるため、指定管理者を募集することとし、募集の実施に必要な事項を定める

ものです。 

 

Ⅱ 施設の概要 

 １ 名称及び所在地 

名      称 所   在   地 

青森県視覚障がい者情報センター

（以下「センター」という。） 

青森市大字石江字江渡５番地１号 

青森県福祉庁舎３階 

 

 ２ 設置目的 

    本施設は、身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第３４条に規定される視覚

障がい者情報提供施設として、点字刊行物、視覚障がい者用の録音物を製作し、視覚障が

い者の利用に供するとともに、点訳奉仕者及び朗読奉仕者の養成、指導並びにその他視覚

障がい者のための便宜を総合的に供与することを目的として設置されています。 

 

 ３ 施設の業務 

（１）点字刊行物及び視覚障がい者用の録音物の製作及び利用に関すること。 

 （２）点訳奉仕者及び音訳奉仕者の育成指導に関するすること。 

 （３）点字刊行物及び視覚障がい者用の録音物の奨励及び相談に関すること。 

 （４）その他視覚障がい者に対する情報提供に関し必要な業務。 

 

 ４ 施設の規模等 

 （１）構造    青森県福祉庁舎 鉄筋コンクリート造 ３階建 

 （２）敷地面積  青森県福祉庁舎 4,290.14㎡ 

 （３）延床面積  848.093㎡(青森県福祉庁舎３階)    

  （※）本施設は令和７年度末に県民福祉プラザに移転予定であることから、令和８年度以降

の面積は以下を参考とすること。併せて、県民福祉プラザにおける規定により光熱水費

の負担があることを留意すること（令和７年度は光熱費負担なし）。 

      総延床面積 491.69㎡（概算） 

（４）館内施設  研修室、相談室、閲覧室、書庫、点訳室、事務室等 

           詳細は施設配置図のとおり 

（５）入居団体  一般社団法人青森県視覚障害者福祉会 

 （６）施設の維  維持修繕費及び光熱水費は、庁舎管理者（県女性相談所）が負担 

持修繕等 

          

Ⅲ 管理の条件 

 １ 施設の管理方針 

 （１）関係法令、条例、規則及び青森県視覚障がい者情報センター指定管理者業務水準書（以

下「業務水準書」という。）を遵守し、センターの設置目的に沿った適正な管理運営を行う

こと。 

 （２）県民が快適に施設等を利用できるよう、施設の設備及び物品の維持管理を適正に行うこ

と。 

 （３）指定管理者の業務を通じて取得した個人情報の取扱いについては、青森県個人情報保護

条例に基づき適正に行うこと。 

 



 

 

２ 指定管理者が行う業務 

（１）センターの設置目的に即した業務 

・  点字刊行物及び視覚障がい者用の録音物の製作及び視覚障がい者の利用に供する業務 

・  点訳奉仕者及び朗読奉仕者等の育成、指導を行う業務 

・ 視覚障がい者に対する各種の相談、指導、情報提供を行う業務 

（２）センターの管理に関する業務 

    ・ 施設及び設備等の維持管理に関する業務 

※ 業務の詳細は業務水準書のとおりです。 

なお、業務の執行は指定管理者が自ら行うことを原則としますが、部分的な業務につい

ては、県の承諾を得て専門の事業者に再委託することができます。 

  

３ 指定期間 

令和７年４月１日から令和１２年３月３１日までの予定ですが、県議会の議決を経て確

定します。 

  

 ４ 県が指定管理者に支払う委託料 

    県は毎年度の予算の範囲内において、施設の管理運営に必要な経費を委託料として指定

管理者に支払うこととし、その具体的な金額は申請時の事業計画書で提案された金額に基

づき、指定管理者と県が協議の上協定で定めることとします。 

 

 ５ 管理の基準等 

    別添「青森県視覚障がい者情報センター指定管理者業務水準書」のとおりです。 

 

 ６ モニタリング 

    県は、指定管理者による施設の管理及び利用の状況等について点検・評価を行うものと

し、その結果を公表するとともに、指定管理者に必要な指示、指導を行うものとします。 

 

Ⅳ 申請の手続 

 １ 応募資格 

センターの指定管理者に係る申請を行う者は、次の資格等を有することが必要です。 

（１）法人その他の団体であること。（法人格の有無は問いませんが､個人では申請できません｡） 

（２）団体又はその代表者等が、次に該当しないこと。 

   ア 法律行為を行う能力を有しない者 

   イ 破産者で復権を得ない者 

 ウ 地方自治法施行令第１６７条の４第２項に規定する者 

 エ 青森県から指名停止措置を受けている者 

   オ 地方自治法第２４４条の２第１１項の規定により、本県又は他の地方公共団体から指

定を取り消された者 

  カ 会社更生法、民事再生法等に基づく更生又は再生手続きを行っている者 

   キ 法人税、法人事業税、法人都道府県税、法人市町村税、消費税又は地方消費税を滞納

している者 

ク 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又はその利益となる活動を行う者 

   ケ 暴力団又は暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）若しくは暴力団員でな

くなった日から５年を経過しない者の統制下にあると認められる者 

（３）県議会の議員、知事及び副知事等が経営する法人その他団体（県議会の議員、知事、副知

事、指定管理者の候補者の選定に関与する県の職員、地方自治法第１８０条の５第１項及び



 

第２項に規定する委員会の委員（監査委員を含む。）、これらの者の配偶者、子及び父母並び

にこれらの者と生計を同じくする者が代表取締役、社長、副社長、専務取締役、常務取締役

その他これらに準ずる役員等に就任している法人その他の団体）でないこと。 

 

２ 提出書類 

 （１）指定管理者指定申請書（別紙様式１、１－２） 

 （２）センターの管理運営に係る事業計画書（別紙様式２） 

 （３）応募資格を有していることを証する書類 

Ⅳの１応募資格

の見出し符号 
区分 提出書類 

Ⅳの１の（１） 

法人の場合 
定款、寄附行為 

登記事項証明書 

地方自治法第 260 条の

２第１項に規定する地

縁による団体の場合 

地方自治法第 260条の２第１２項の証明書 

代表者の住民票の写し 

法人でない場合 
定款、寄附行為、規約その他これらに類するもの 

代表者又は管理人の住民票の写し 

Ⅳの１の（２）

のア、イ、ウ、

エ、オ、カ 

全ての団体 
Ⅳの１の（２）のア、イ、ウ、エ、オ、カに該当

しない旨の申立書 

Ⅳの１の（２）

のキ 

納税義務がある場合 納税証明書 

納税義務がない場合 納税義務がない旨を記載した申立書 

Ⅳの１の（３） 全ての団体 Ⅳの１の（３）に該当しない旨の申立書 

（４）団体の経営の状況を示す書類 

  ア 貸借対照表及び損益計算書又はこれらに準ずる書類（直近３か年分） 

   イ 申請日の属する年度の事業計画書及び収支予算書又はこれらに準ずる書類 

 （５）法人等の組織及び運営に関する事項を記載した書類（法人等の組織図や業務執行体制等

がわかるもの及び就業規則又はこれらに準ずる書類） 

 （６）役員の名簿及び略歴を記載した書類 

 （７）現に指定管理者として管理運営を行っている施設又は指定管理者の申請を行っている施

設がある場合は、当該施設の名称、所在地及び指定の期間を記載した書類 

 

３ 事業計画書の記載内容 

   次の項目について、センターの設置目的を効果的に達成し、かつ効率的に運営できること

がわかる内容として提案してください。（各項目の具体的設問は、別添様式２に記載しており

ます。） 

（１）管理運営の基本方針 

（２）組織人員 

（３）管理運営の実施計画 

（４）施設整備の維持管理計画及び利用者の安全対策 

（５）個人情報の保護 

（６）収支計画（自主事業を除く。） 

（７）類似施設の管理運営実績 

（８）必要物品の配置計画 

（９）休館日、開館時間 

また、指定期間全体に係る委託料の金額については、次の基準額を上限とする範囲内で提

案してください。なお、この基準額を超える提案は、資格審査で失格となるので十分留意し

てください。 



 

基準額 

令和７年度           

令和８年度～11年度   

 

36,032,000円（消費税及び地方消費税相当額を含む） 

39,741,000円 （消費税及び地方消費税相当額を含む。） 

   ※上記基準額は、消費税及び地方消費税１０％が含まれます。 

   ※令和８年度より県民福祉プラザに移転予定のため、光熱水費は見込額を計上しています

が、使用実績によって減額となる場合があります。 

 

 ４ グループによる応募 

 （１）複数の法人等が、それぞれの得意分野を活かして施設の管理に参加するため、グループ

を構成して応募（以下「グループ応募」という。）することも可能ですが、グループ応募の

場合は代表団体を定めて応募してください。 

    この場合、代表団体は、グループの代表として、センターの管理に係る主要な業務を担

うものであること。 

（２）グループ応募の場合、提出書類については、全ての構成員に係るものとして提出してく

ださい。 

 （３）単独で応募した法人等は、同一の指定管理者の募集に対してグループ応募の構成員とな

ることはできません。また、同一の指定管理者の募集に対し、複数のグループにおいて同

時に構成員となることもできません。 

 （４）グループ応募の構成員のうちに応募資格を満たさない者がある場合は、指定を受けるこ

とができません。 

 

 ５ 説明会の実施 

    現地において募集に係る説明会を開催しますので、参加希望者は令和６年７月１０日（水）

午後５時１５分までに下記の連絡先に電話等で申し出てください。 

 （１）開催日時 令和６年７月１７日（水）午後２時から 

 （２）開催場所 青森県視覚障がい者情報センター（青森市大字石江字江渡５番地１号 青森

県福祉庁舎３階）研修室 

 

 ６ 質問事項の受付 

（１）質問方法  令和６年６月２６日（水）～７月３日（水）午後５時１５分までに質問書

（様式任意）に記入のうえ、下記の連絡先に電子メールで提出してください。 

 （２）回答方法  ５の現地説明会実施時に口頭で回答します。また、現地説明会当日、口頭 

での説明も受け付けます。 

          なお、説明会に出席されない質問者には７月１２日（金）までに郵送で回

答します。 

 

７ 申請書等の提出 

（１）提出期間  令和６年８月１９日（月）から９月２日（月）までの午前８時３０分から

午後５時１５分までの間（ただし、県の休日を除く。） 

（２）提出方法  下記の提出先まで持参又は郵送すること。なお郵送の場合は９月２日（月）

必着とする。 

 （３）提出部数  正本１部、副本８部を提出してください。 

 

 ８ 連絡先及び申請書提出先 

青森市長島一丁目１－１ 青森県庁北棟６階 青森県健康医療福祉部障がい福祉課 

社会参加推進グループ 

電話：017-734-9309、ＦＡＸ：017-734-8092 

e-mail：syofuku@pref.aomori.lg.jp 

 



 

 

 ９ 留意事項 

（１）県が必要と認める場合は追加資料を求めることがあります。 

（２）事業計画書等の著作権は、申請者に帰属します。ただし、県は指定管理者の決定の公表

等に必要な場合には、事業計画書等の内容を無償で使用できるものとします。なお、提出

された書類は、理由の如何を問わず返却しません。 

（３）申請に係る経費は、すべて申請者の負担とします。 

 （４）県の業務上の必要により、応募の事実に係る情報を県の機関において利用する場合があ

ります。 

 

Ⅴ 指定管理者の候補者の選定 

 １ 選定方法 

 （１）青森県身体障がい者福祉センターねむのき会館等指定管理者審査委員会において、下記

の選定基準に基づき書類審査及びヒアリングによる審査を行います。 

（２）ヒアリングの実施日時等は、別途、申請者に通知します。（令和６年９月中旬実施予定） 

（３）審査の結果は、令和６年９月下旬頃に書面で通知します。 

 （４）県は第１順位の申請者に係る応募資格の確認及び細目的事項についての協議を行い、適

正と認められた場合は指定管理者の候補者に決定します。なお、第１順位の者が適正と認

められないときは、次順位の者を第１順位とし、同様に協議を行う場合があります。 

 

２ 選定基準 

選定基準の項目 審査基準の項目 内    容 配点 

１県民の平等な利用

が確保される こ

と。 

(1) 施設の設置目的及び

県が示した管理の方

針 

①施設の設置目的を理解しているか。 

②申請団体が提案した管理運営方針

は県が示した管理の方針に沿って

いるか。 

③団体の経営モラルは適切か。 
１０ 

(2) 平等な利用を図るた

めの具体的手法及び

期待される効果 

①事業等の内容が設置目的等に即し

ているか｡ 

②障がい者等へ配慮されているか｡ 

２施設の効用を最大

限に発揮する こ

と。 

(1) 利用者の増加を図る

ための具体的手法及

び期待される効果 

①年間の利用者広報計画の内容はど

うか｡ 

②利用者の増加を図るための取組内

容はどうか｡ 

２５ 

(2) サービスの向上を図

るための具体的手法

及び期待される効果 

①サービスの向上のための取組内容

はどうか｡ 

②事業の提案は県が意図した企画と

なっているか｡ 

③全体的に施設の設備、機能を活用し

た内容となっているか｡ 

(3) 施設の維持管理の内

容、適格性及び実現

の可能性 

①施設管理、安全管理は適切か｡ 

３施設の効率的な管

理運営ができるこ

と。    

(1) 施設の管理運営に係

る経費の内容 

①提案額が相対的に妥当なものであ

るか。 ２０ 



 

４施設の管理運営を

適正かつ安定して

行う能力を有して

いること。 

(1) 収支計画の内容、適

格性及び実現の可能

性 

①収入、支出の積算と事業計画書に示

している内容との整合性は図られ

ているか｡ 

②収支計画の実現可能性はあるか｡ 

３５ 

(2) 安定的な運営が可

能となる人的能力 

①人員体制は十分か｡ 

②職員採用、確保の方策は適切か｡ 

③職員の指導育成・研修体制は十分

か。 

(3) 安定的な運営が可

能となる経理的基

盤 

①団体の財務状況は健全か｡ 

(4) 個人情報の適正な

取扱いの確保 

①適切な情報管理体制が整備されて

いるか｡ 

②職員に対する周知が十分なされる

内容か｡ 

(5) 類似施設の運営実

績 

①類似施設を良好に運営した実績は

あるか｡ 

５県内の産業・雇用

へ配慮すること 

(1) 県内の産業振興、県

内からの雇用確保

の実現の可能性 

①県内に主たる事務所を置く団体で

あるか。 １０ 

  

３ 選定審査対象からの除外 

   申請者が次の要件のいずれかに該当した場合は、当該申請を選定審査の対象から除外する 

こととします。 

  （１）選定審査に関する不当な要求等を申し入れた場合 

  （２）提出書類に虚偽又は不正があった場合 

  （３）この要項に違反又は著しく逸脱した場合 

  （４）提出書類が提出期限を経過してから提出された場合 

  （５）本募集について複数の申請を行い又は複数の事業計画書を提出した場合 

  （６）提出書類の提出後に事業計画書の内容を大幅に変更した場合 

  （７）その他不正行為があった場合 

 

４ 選定結果の公表 

選定結果は、指定管理者の候補者名及び選定理由並びに選定基準に基づいた各申請者（候

補者以外の申請者名は匿名）の得点、順位を県のホームページで公表する。 

 

Ⅵ 指定管理者の指定及び協定の締結 

 １ 指定管理者の指定 

    指定管理者の候補者は、令和６年１１月定例会（予定）の議決を経て、指定管理者に指

定されることとなります。 

 

 ２ 協定の締結 

    業務内容に関する細目的事項、県が支払う委託料に関する事項、管理の基準等に関する

細目的事項等については、県と指定管理者が協議の上、協定を締結するものとします。 

    なお、協定は指定期間を通じての基本的な事項を定めた「基本協定」と、年度ごとの事

業実施に係る事項を定めた「年度協定」を締結するものとします。 

 

 ３ その他 

    指定管理者が、協定の締結までに次に掲げる事項のいずれかに該当するときは、県は指



 

定を取り消し、協定を締結しないことができるものとします。 

   （１）募集要項に定めた応募資格に掲げる要件を欠くこととなったとき。 

   （２）指定管理者の経営状況の急激な悪化等により、事業の履行が確実でないと認められ

るとき。 

   （３）著しく社会的な信用を損なう等により、指定管理者としてふさわしくないと認めら

れるとき。 



 

様式１ 

指定管理者指定申請書 

 

      年  月  日 

 

 

青森県知事 殿 

 

 

              申請者  主たる事務所の所在地 

 

                   団体の名称 

 

                   代表者の氏名                

 

 

 

 青森県視覚障がい者情報センターに係る指定管理者の指定を受けたいので申請します。 

 



 

様式１－２ 

グループ構成員表 

 

 

１ グループ名 

 

２ 構成員等 

  （代表となる団体）主たる事務所の所在地 

 

           団体の名称 

 

           代表者の氏名                 

 

 

      （構成員）主たる事務所の所在地 

 

           団体の名称 

 

           代表者の氏名                 

 

 

      （構成員）主たる事務所の所在地 

 

           団体の名称 

 

           代表者の氏名                

 

 

      （構成員）主たる事務所の所在地 

 

           団体の名称 

 

           代表者の氏名                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※グループによる申請を行う場合のみ提出すること。 



 

様式２ 

青森県視覚障がい者情報センター指定管理者事業計画書 

 

提出年月日 

法人名等 

 

１ 管理運営の基本方針 

① 当該施設の設置目的及び施設が求められている社会的役割並びに障がい者の社会参加

推進に係る課題を踏まえた上で、その管理運営方針について示してください。 

 

                                  

② 申請団体の障がい者の社会参加推進に関する基本的な考え方及びこれまでの障がい者

を対象とした活動実績を示してください。 

      また、施設の管理運営に当たっての障がい者への配慮方法を示してください。  

 

２ 組織人員 

① 業務の組織体制について、職員数、職種、職務内容及び職歴を明らかにした上で示し 

てください（組織図含む。）。また、組織図に示した職員を確保していない場合はその採

用、確保の方策について示してください。 

   

 

② 勤務体制及び勤務時間外の連絡体制について示してください。 

 

 

③ 施設の設置目的に即した各業務の実施に係る職員の動員計画について具体的に示して

ください。 

 

 

④ 提案した業務の実施、個人情報の保護及び施設・設備の保守点検等を踏まえた人材育

成の方針と具体的方法（職員研修計画等）について示してください。 

 

 

⑤  設置又は設置を予定している主たる事務所の住所を示してください。 

 

 

３ 管理運営の実施計画 

① 在宅視覚障がい者等の利用増加を図るための具体的手法を示してください。 

 

 

② 管理運営に当たっての関係団体等との連携方法について示してください。 

 

 

③ 利用者のニーズの把握方法について示してください。 

 

                                                                               

④  苦情処理の対応方針、対応体制について具体的に示してださい。                           

 



 

⑤  施設の設置目的を踏まえた上で、実施予定の業務に係る実施計画を業務ごとに示して

ください（自主事業を含む。）。ただし、業務水準書 7(2)に掲げる各事業内容の実施を必

須とします。 

なお、業務の一部を再委託する場合は、その委託内容、受託者の選定方法、指導体制

についても示してください。 

 

 

４ 施設・設備の維持管理計画及び利用者の安全対策 

① 日常的な施設管理・安全管理体制について示してください。  

   

 

② 地震、火災、風水害等の災害事故時における利用者保護及び応急対応を適切に行うた

めの実施体制並びに緊急連絡体制について示してください。 

 

 

５  個人情報の保護 

   個人情報の管理体制及び漏えい防止策について具体的に示してください。 

 

６  収支計画 

① 施設の効用を最大限に発揮するとともに、管理運営経費の縮減を図る方策について考

慮の上、下記支出明細書に示してください。 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10年度 令和 11 年

度 

    計 

人 件 費       

管理運営費       

事 業 費       

  計       

 

②  各項目の経費の積算根拠を示してください。なお、事業費項目については、施設の設

置目的に即した業務ごとに経費の積算根拠を具体的に示してください。 

    ア 人 件 費 

   イ 管理運営費  

ウ 事  業  費 

 

 

７  類似施設の管理運営実績 

当該施設の管理運営等に類似した業務を実施しているときは、その業務内容について示し

てください｡ 

 

 

８ 必要物品の配備計画 

  独自に必要と判断される物品がありましたらその配置計画を示してください。   

 

 

９ 休館日、開館時間 

  休館日、開館時間の設定及びその考え方を示してください。  

 

※ 用紙サイズは日本産業規格Ａ４版とし、ページ数の制限はありません。 

※ 必要に応じ、参考となる資料を添付してください。 


